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• 1. 燃料がほぼ無限

• 核融合に使う燃料（重水素やリチウムなど）は海水や鉱
石に大量に含まれています。

• 2. 二酸化炭素を出さない

• 石油や石炭のように燃やす発電と違い、温暖化の原因に
なるCO₂をほとんど出しません。

• 3. 核廃棄物が少ない

• 核分裂（原子力発電）に比べて、放射性廃棄物の量や毒
性がずっと少ないです。

• 4. 安全性が高い

• 核融合は反応条件が非常に厳しいので、事故で暴走する
ことがありません。

• もしトラブルがあっても反応はすぐ止まり、「メルトダ
ウン（炉心溶融）」のような危険はほぼありません。

• 5. エネルギー不足の心配が減る

• ほぼ無限に近い燃料と安定供給が可能

1. 核融合の魅力



軽い原子の核（原子核）同士がくっついて、より重い原子核をつくる反応
例：水素原子がくっついてヘリウムになる

太陽で反応
水素の原子核（陽子）4個

→ ヘリウムの原子核1個 + エネルギー

2. 核融合の仕組み



3．核融合の方法



4．核融合開発プロジェクトの現状



「どのくらい早まるか」は条件次第で、現状の技術進展スピードを考えると数十年を一気に短縮するのは
難しいものの、5〜15年程度の前倒しなら現実的にありえます。

1. なぜ民間参入で早まる可能性があるのか
• 資金の即時投入
国家プロジェクトは予算審議や国際調整で進行が遅れがちですが、民間は投資判断が速く、一気に
数千億円規模を投入できる。

• 小型・多様なアプローチ
ITERのような巨大炉ではなく、小型モジュール型（SPARCやHelionなど）は1〜5年ごとの試作→改良
が可能。

• 技術融合のスピード
AIによるプラズマ制御最適化、新素材開発、3Dプリント部品など、最新技術を即応用できる。

• 競争原理
SpaceXやTeslaと同様、複数企業が競争することで「失敗を恐れずに早い試行」が生まれる。

現在の段階では、核融合の商用化は2050年以降になりそう
だが、民間の活力でこれが早まるか可能性はないのか



3. 早期商用化を阻む主な壁
• 燃料（三重水素）供給の確立：天然にはほぼ存在せず、増殖や製造ルートの整備が必要
• 耐放射線材料の開発：中性子照射に耐えられる構造材が必須
• 規制・安全認可の遅さ：特に新型炉は法律や基準の整備から必要になる
• 送電網やインフラとの統合：発電した電力を大量に安定供給するための社会整備

2. 現状の商用化予測
• 国家主導型（ITERベース）
実証炉：2050年前後 → 商用炉：2060年前後

• 民間小型炉アプローチ（有望ケース）
実証炉：2035〜2040年 → 商用炉：2040〜2045年

• 非常にうまくいった場合（資金＋技術ブレイクスルー）
実証炉：2030年代前半 → 商用炉：2040年前後

まとめると、民間の活力で商用化が5〜15年早まる可能性
は十分あるが、40年分の短縮は物理的に厳しいです。

ただし、民間が2030年代に実証炉を成功させれば、2060
年説は一気に古い予測になるかもしれません。



核融合（Fusion）
再エネ（Solar+Wind+Other VRE）
既存原子力（Fission）
化石（with CCUS）
地熱/バイオ/水力等
（Dispatchable renewables & hydro）

•現実的には：2050年時点で核融合が電力の主要な柱になる可能性は「低〜中」。多くの主要シナリオで
は 再エネが電力の大半（＝多数派） を占め、原子力（分裂）は補完、化石は大幅に縮小する想定です。
•ただし：民間のスタートアップが想定以上に早く成功すれば、核融合は 2040–2050 年にかけて一部市場
で急速に拡大する（Moderate〜Highシナリオ）。しかしその場合でも技術・規制・コストの3条件すべて
を満たす必要があり、確実ではありません。

5. 将来展望
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